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政府の需給検証委員会では今夏の電力需給状況を検証し、今冬の需給対策を決定する。本稿では、東

京と大阪の今夏の節電状況とその促進要因の違いを考察し、今後の対策で考慮すべき視点を提示する。 

 

1. 今夏の節電状況：2010 年夏季比の節電率は、関西は昨夏より大きく、東京は昨夏より小さい 

2010 年、11 年、12 年夏季（休日等除く）の関西電力管内（以下、関西）の電力需要量と最高気温から推

定した電力需要関数の比較により、気温の影響を除いた今夏の節電等による電力需要抑制率（2010 年比）

を算出した（＝同じ温度下での 2012 年夏と 2010 年夏季の電力需要量の比較を行った）。 

図表 1[左]上部の 2 次曲線は関西の 2010 年夏季の最大電力需要（万 kW，縦軸）と大阪市の最高気温

（℃，横軸）の関係を示しており、下部の曲線は 2012 年夏のそれらの関係を示している。曲線は下方にシフト

しており、このシフト幅が節電等によるピーク時の電力需要抑制量に相当する。 

結果、大阪市の平均気温（7/2～9/7）の最頻度帯（93.3%）である 29℃～36℃平均では、最大電力需要の

抑制率は 2010 年夏季と比較して▲10.9%となった。また、図表 1[右]は電力需要量（日量, kWh）の 2010 年

比の抑制率であり、これは▲9.1%となった。また、図表 2 から、東京電力管内（以下、東京）の最大電力需要

抑制率は▲14.2%、電力需要量の抑制率は▲12.8%となり、いずれも東京が関西よりも大きい。 

もちろん、2010 年比での景気動向の違いや、産業構造の違いによる節電の容易性が同じでないこと、東

京電力管内の自由化部門での料金値上げなども、東京と大阪の抑制率の違いの要因として考えられる。また、

この行動変容が持続性を有すかについての経過観察も必要である。ただ、少なくとも今夏の東京では、数値

目標がなくとも電力需要抑制がなされていると判断できる1。これが 2011 年夏季の政策2に一部起因するもの

ならば、日常生活や企業活動への支障あり、というこれまでのマイナス評価だけでなく、中長期での省電力・

                                                      
1 2011 年冬季でも、数値目標のなかった東京の電力需要抑制率は、数値目標のあった大阪、九州よりも大きかった。「第 13
号 関西エコノミックインサイト」(http://www.apir.or.jp/ja/trend/qka.php) 
2 電気事業法第 27 条での大口電力需要家への電力使用制限（故意の違反は罰金）、全ての主体への▲15%の節電要請等。 
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図表 1 関西電力管内の電力需要（kW, kWh）と最高気温の関係 

【最大電力需要（kW）】                   【電力需要量（kWh）】 

  

注：2010、11、12 年ともに休日等除く。大阪市の最頻度温度帯（93.3%）である 29℃～36℃の平均の電力需要抑制率 

資料：電力系統利用協議会資料、気象庁資料 
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図表 3 節電意図・行動・効果プロセスモデルの分析結果 

 

 

注：** p< 0.01，* p< 0.05 

資料：Murakami, K. “A Causal Analysis of the Determinants of 

Power-Saving Behavior at Home and the Supply-Demand Situation 

for Electricity in Japan” (The 13th International Convention of the 

East Asian Economic Association, 19-20 October 2012, Singapore) 
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コスト低下・CO2 排出抑制として今後プラス評価される可能性がある。 

ここで、2011 年夏と 2012 年夏の比較では、東京は 2011 年夏の抑制率が大きく、大阪は 2012 年夏の抑

制率が大きい。この要因について、東京都と大阪府の家庭での節電意図・行動・効果プロセスにおける違い

をもとに次項以降で考察する。 

 

2. 家庭（昼間在宅していた専業主婦世帯）の節電行動・効果プロセス 

図表 3 に示した、政府等による節電目標設定による節電要請と、震災直後の停電および計画停電実施の

2 事象の影響を想定した「家庭での節電意図・行動・効果プロセスモデル」の因果構造に係る分析結果では、

2011 年夏季、2011 年冬季のいずれの場合でも、節電意識・行動に対して時間的に先行する[目標認知]（節

電目標の内容を知っていた）および[停電不

安]（停電への不安・恐怖があった）は、[節電

意図]（前年と比べ節電を意識した）あるいは

[節電行動]（前年と比べて節電に取組んだ）を

喚起させる機能を有し、間接的に[節電率]（前

年比での節電効果；kWh/日ベース）に貢献

することが示されている3。 

これを踏まえ、東京と大阪の 2012 年夏の

[目標認知]と[停電不安]の状況を、2011 年夏、

2011 年冬との比較で示すと、図表 4、5 のよう

になる4。 

これら期間での推移をみると、[目標認知]と

[停電不安]の設問に対する肯定的な回答（非

常にそう思う、そう思う、ややそう思う）の比率

は、東京は低下傾向にあり、大阪は 2011 年

夏から 2011 年冬において低下したのち、

2012 年夏に上昇している。また、2012 年夏の

値は、大阪のほうが東京よりも大きくなった。 

2012 年夏の大阪では、「セーフティネットと

しての計画停電」として万一に備えた計画停

電の準備がなされ、また数値目標設定に際し

                                                      
3  アンケートの詳細は「今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率別分析①-」(APIR Report 
No.10) (http://www.apir.or.jp/ja/analysis/index.php)、分析結果の詳細は Murakami, K. “A Causal Analysis of 
the Determinants of Power-Saving Behavior at Home and the Supply-Demand Situation for Electricity in 
Japan” (http://portal.hss.ntu.edu.sg/eaea2012/programlist.asp) 
4 2012 年夏の数値は、平日昼間に概ね在宅していた専業主婦 796 サンプル（東京 400、大阪 396）が分析対象。 

図表 2 2010 年比での電力需要の抑制率の比較 

【最大電力需要（kW）】           【電力需要量（kWh）】 

  

注：2010、11、12 年ともに休日等除く。東京都、大阪市の最頻度温度帯（85%以上）である 29℃～36℃の平均の電力需要抑制

率。2010 年は 2010/7/1-8/27 となり、いずれの年も土日の関係から期間は全く同じにはならない。 

資料：電力系統利用協議会資料、気象庁資料 
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ての政府（需給検証委員会など）や大阪府市エネルギー戦略会議での議論が注目されたこともあり、[停電不

安]および[目標認知]が大きくなったものと考えられる。他方、2012 年夏の東京では計画停電の準備はなさ

れなかったこと、数値目標なしの節電目標・要請であったことから、相対的に値が低くなったといえる。 

また、[節電意図]、[節電行動]の比較結果は図表 6、7 のようになる。なお、これらは「昨夏（昨冬）に比べて

より一層～」という前年との比較値であり、2011 年夏、2011 年冬は東日本大震災前の 2010 年夏、2010 年冬

との比較、2012 年夏は 2011 年夏との比較値となる。したがって、2012 年夏の東京の値が大阪よりも小さい

のは、2011 年夏の東京の「非常にそう思う」の値が大きい、つまり東京では 2011 年夏に[節電意図]、[節電

行動]を大きく高めた人が多く、2012 年夏は一層の上昇余地がない人が多くなっていたことが要因の 1 つと

図表 4 東京と大阪の[目標認知]の推移 

  

注：「政府・電力会社等の節電目標の内容を詳しく知っていた」への回答結果。 

図表 5 東京と大阪の[停電不安]の推移 

  

注：「停電への不安・恐怖があった」への回答結果。 
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図表 6 東京と大阪の[節電意図]の推移 

   

注：「 今夏は昨夏に比べて、より一層節電を意識した」への回答結果。例えば、2012 年夏の数値は 2011 年夏との比較結果。 

図表 7 東京と大阪の[節電行動]の推移 

  

注：「今夏は昨夏に比べて、より一層節電に取り組んだ」への回答結果。例えば、2012 年夏の数値は 2011 年夏との比較結果。 
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して考えられる5。一方、大阪では、2011 年夏に[節電意図]、[節電行動]を大きく高めた人は相対的に少なか

ったため、2012 年夏では上昇余地がある人が相対的に多くなったと考えられる。 

以上より、図表 3 の分析結果をベースに、図表 4～7 を踏まえて、2012 年夏の節電状況を考察すると、大

阪では、前述した要因（数値目標設定に係る議論への注目、計画停電の準備）により、危機意識や当事者意

識などの喚起につながる[目標認知]と、停電の実際の経験や備えによる不便さや、経験はしていないが他地

域の実施状況から想像される不便さとしての[停電不安]が、[節電意図]や[節電行動]を高め、2011 年夏より

も 2012 年夏のほうが節電率は高まった6と解釈できる。 

一方、東京は、2011 年夏においては春先の計画停電から間もなかったこと、大口電力需要家への電力使

用制限や▲15.0%の節電要請に伴う情報発信などにより[停電不安]と[目標認知]が高く、[節電意図]や[節電

行動]を高めることで、高い節電率に結びついた。ただ、2012 年夏は、前述した要因（数値目標なし、計画停

電準備なし）による[停電不安]と[目標認知]水準の低下により、[節電意図]や[節電行動]が低くなった。これよ

り、がまんや無理な節電行動が回避され、2011 年夏に比べて節電率は低下したものと考えられる。ただ、省

電力型の家電や照明機器への買換えや無理なくできる習慣化した節電行動などの効果は持続している可能

性がある。 

 

3. 「でんき予報」などの情報の把握・認知の状況：東京と大阪ともに[テレビ・ラジオ]が最も大きい 

[目標認知]に関連するものとして、2012 年夏の「でんき予報」などの電気の需給状況を予測する情報の把

握・認知の頻度を、メディアごとに示した（図表 8）。なお、[目標認知]は節電目標内容の認知状況であるが、

図表 8 は日々の電力需給情報へのアクセス状況を示す。結果、1 日に 1 回以上アクセスしたメディアとして、

東京と大阪ともに[テレビ・ラジオ]が最も大きく、東京は[検索サイトや新聞社サイトなどのホームページ]、[新

聞]、[電力会社のホームページ]、[政府のホームページ]、大阪は[新聞]、[検索サイトや新聞社サイトなどの

ホームページ]、[電力会社のホームページ]、[政府のホームページ]と続く。また、東京と大阪を比較すると、

いずれのメディアにおいても大阪の値が大きい。 

ただ、このアクセス状況と[節電意図]、[節電行動]、[節電率]との関係性は検証されていない。また、図表 9

に示した節電要請時間帯での節電意識の結果からは、特に東京では昼間ピーク時の節電が特に意識されて

いるわけでもないといえる。これらより、特に東京に多いと想定される節電が習慣化している人の中には、「で

んき予報」を活用せずに、ピーク予想日やピーク時間帯に関係なく節電を行う人も多いと考えられる。 

したがって、図表 8 の結果は、現時点では東京と大阪の節電状況の違いの要因の 1 つとして捉えるので

はなく、メディア間の比較、つまり節電に関する情報発信ツールの利用度の違いとしてのみ捉えるのが妥当と

考える。 

                                                      
5 アンケートでは 2011 夏、2012 冬、2012 夏いずれも、東京のほうが大阪よりも電力需要量（kWh/日）が小さい。総務省「家

計調査年報」でも同様の結果が示されている。これには気温や住居環境などの違いもあると考えられる。 
6 図表 2 は家庭部門だけでなく全部門での需要抑制率であるが、電力会社・政府資料による部門別の分析では、大阪の家庭

部門での節電率も 2012 年夏のほうが大きくなっている。 

図表 8 東京と大阪の電力需給状況を予測する情報へのアクセス状況の比較（2012 年夏） 

【東京】                              【大阪】 

  
注：「「でんき予報」などの電気の需給状況を予測する情報の把握・認知の頻度についてお答えください」に対する、メディアごとの状

況の回答結果。図中の数値(%)は、[1 日に 3 回以上][1 日に 2 回][1 日に 1 回]の和。 
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図表 9 節電要請時間帯での節電意識の比較（2012 年夏）

注：「政府の節電要請時間帯である、平日 9～20 時での節電を特に

意識した」への回答結果。 
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4. 今後の対策の検討で考慮されるべき視点 

以上の今夏の節電意図・行動・効果プロセ

スにおける考察から、今後の対策の検討で考

慮すべき視点は、以下のように整理できる。 

 2012 年夏時点の節電率に関しては、東

京ではがまんや無理な節電行動は含ま

れていない可能性があるのに対し、大阪

ではそれが含まれている可能性があるた

め、これを踏まえて今後の電力需要見込

み（持続可能な節電水準、定着した節電

水準）などを検討する必要がある。 

 なお、2011 年夏の東京と 2012 年夏の大阪を、節電に関して似たような状況（＝大阪が 1 年遅れ）と仮

にみなした場合、東京における 1 年という時間経過に伴う停電に関する恐怖・不安意識の薄れを盛り込

んだ今時点での節電行動の継続性（定着した節電）の予測精度と、（停電に関する恐怖・不安感の高ま

りからの時間経過が短いが、実際の停電は経験しなかった）大阪の今時点での節電行動の継続性（定

着した節電）の予測精度は異なり、大阪の定着した節電予測の不確実性は大きいといえる。 

 つまり、2012 年夏の大阪における計画停電の準備や、数値目標の設定およびその検討プロセスへの注

目が、間接的に節電率に貢献した可能性が高いことも踏まえると、今後これら事象がない場合における、

大阪での無理な節電行動の回避見込み分は、実際どの程度になるかは分からない。 

 テレビ・ラジオから日々の節電に関する情報を入手している人が多く、意識啓発などの情報伝達に際し

てこれを考慮する必要がある。 

 

また、今冬の具体的な取組みの検討に際しては、以下の分析結果や問題意識を踏まえることも望まれる。

なお、詳細な対策に関しては、2011 年冬の節電の実施状況に係るアンケート結果等をもとに、別稿（第 16

号 関西エコノミックインサイト[11 月末～12 月初旬予定]など）にて考察する。また、短期的ではなく中長期的

で費用効率的な方策のあり方についても今後検討する。 

 2011 年冬季の電力需要抑制率は、数値目標のなかった東京のほうが大阪よりも大きく7、図表 6、7 の

[節電意図]および[節電行動]のポジティブな回答（非常にそう思う、そう思う、ややそう思う）の内訳の差と

整合的である。 

 ただ、そもそも夏季と冬季では、電力消費量の大きい空調に係る節電行動（夏季室温 28℃、冬季室温

20℃の設定）や、家庭での節電が特に必要な時間帯（夏季：14 時頃、冬季：朝、夕）が異なる。したがっ

て、政府資料8の節電行動の継続性「この夏と同程度の節電の取組み意向」の結果を、今冬にそのまま

当てはめ節電見込みを立てるのは難しい面がある。 

 さらには、家庭部門でのピークカット・シフトには在宅世帯の意識・行動が鍵となるが、政府実施の非在

宅世帯も含めたアンケート結果9では、特に朝に比べて相対的に在宅者の少ない夕方の節電見込み量

を正確に捉えることは困難といえる。 

 

＜副主任研究員 村上一真, contact@apir.or.jp, 06-6441-5750＞ 

・本レポートは、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当研究所の見解を示すものではありません。 
・本レポートは信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。ま

た、記載された内容は、今後予告なしに変更されることがあります。  
                                                      
7 「第 13 号 関西エコノミックインサイト」 
8 第 7 回 需給検証委員会「今夏の電力需給対策のフォローアップについて」 
9 会社勤めなどで平日朝方と夜間および休日しか在宅していない人と、終日在宅している人での、冬季に特に節電が求められ

る夕方の“家庭”での節電意識や行動は同じになるとは限らない。 


